研修出張様式１


研修等参加希望書

	研修名及び主催者

	H24年度　認知症地域支援体制づくり地域普及セミナー

	主催：認知症介護研究・研修東京センター

	期　　間

	平成25年3月8日（金）　1日間

	

	場　　所

	盛岡市市民文化ホール（岩手県盛岡市盛岡駅西通２－９－１）

	

	研修内容

	講演テーマ：認知症地域支援体制づくり

	各地域の取組みの経過と工夫、成果と課題の報告

	　①奥州市・洋野町（岩手県）

	　②大牟田市（福岡県）

	　③川西市（兵庫県）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

	参加者の希望理由　平成25年2月18日　職名及び氏名　精神保健福祉士　柴田　真弥　印

	昨年11月から、認知症疾患医療センターへ異動となり、認知症患者様とご家族の支援に携わっている。

	認知症患者様の相談を受ける者として、専門的な知識・技術が求められる為、今後もより一層自己研

	鑽に努めていく必要がある。今回の研修に参加することで、他の地域ではどのような支援が行われて

	いるのか、また、効果的な支援方法や新しい取組みを学び、今後の業務に生かしていくことを目的に、

	研修への参加を希望する。

	

	管理者の推薦理由　平成25年2月　　日　職名及び氏名　　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	

	


1． 研修の資料となる案内書、申込書等を添付すること

2． 「研修出張申請書及び予算書」を必ず添付すること

3． 管理者の推薦は必ず受けること

研修出張様式２
研修出張申請書及び予算書
医療法人財団　青仁会　理事長　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年2月18日

	
	C.O.O
	
	I.O.O
	
	A.O.M
	
	S.G.M
	

	出張申請者
	柴田　真弥
	印
	施設名
	認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ
	職種
	精神保健福祉士


	出張目的
	認知症地域支援体制づくり地域普及ｾﾐﾅｰへの参加

	出張先
	盛岡市市民文化ﾎｰﾙ

	出張先住所
	岩手県盛岡市盛岡駅西通2－9－1
	電話番号
	019-621-5100

	期　間
	平成25年3月8日（金）　　1日間

	出張予定

【1日目:H25.3.8】
	経費予定

	
	研修費/

経　費
	月日
	科　　目
	金　　額

	10:11 　 松園町ﾊﾞｽ停出発
	
	3/8
	受講料
	0円

	10:57 　八戸駅発
	
	
	
	

	11:35　 盛岡駅着
	
	
	
	

	13:00　 研修会参加
	
	
	
	

	16:30　 研修会終了
	
	
	
	

	17:26　 盛岡駅発
	
	
	
	

	18:04   八戸駅着
	
	
	
	

	18:29   松園町ﾊﾞｽ停着
	経費小計　　　　　　　　　　　　　　　　　①
	0円

	
	交通費
	月日
	区　　間　　　　機　関
	運　　賃

	
	
	3/8
	八戸～盛岡（新幹線･往復）
	7,840円

	
	
	3/8
	松園町～八戸駅（南部ﾊﾞｽ･往復）
	300円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	交通費小計　　　　　　　　　　　　　　　　②
	8,140円

	
	宿泊費
	月日
	宿 泊 先　　　　　TEL
	料　　金


	
	
	
	
	0円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	宿泊費小計　　　　　　　　　　　　　　　　③
	8,140円

	
	出張予定経費　①＋②＋③＝
	
	
	8
	1
	4
	0

	
	旅費払い出し希望日
	月　　　日


研修出張様式３
出張復命旅費精算報告書
所属　認知症疾患医療センター　　職名　精神保健福祉士　　　

氏名　　　柴田　真弥　　　

目的　認知症地域支援体制普及セミナー

期間　平成２５年３月８日（１日間）

使用金額　　８，１４０円也

上記の通り出張しましたので復命精算します

報告者　　　柴田　真弥　　印
医療法人　青仁会

理事長　　千葉　潜　殿


使用明細書

	科　目
	金　　額
	備　　考

	研 修 費①
	０円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	交 通 費①
	7,840円
	八戸～盛岡（新幹線・往復）

	　　　②
	300円
	松園町～八戸駅前（南部ﾊﾞｽ・往復）

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	宿 泊 費①
	0円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	合　　　計
	8,140円
	


1． 領収書添付のこと

2． 帰着後速やかに、研修報告書と一緒に提出のこと

研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　認知症疾患医療センター　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　　柴田　真弥

	期　　間　平成25年3月8日

	出張目的　認知症地域支援体制普及セミナー

	出 張 先　盛岡市民文化ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体の考察】

今回セミナーに参加し、地域で様々な取り組みを行っており、それが浸透している地域を見ることが出来た。主に市町村単位で取り組んでいる事業が多く、地域住民と協働し、認知症の方を支えようという意識がとても高かった。その背景には、自ら認知症のケアに関する研究会を立ち上げたり、実際に地域で認知症の方を支えている方たちの力を得ながら、一般の方々への普及活動を行っていたりと、専門職と地域住民との協働が不可欠であることを学んだ。当センターは地域により近く、相談を受ける立場であり、主に認知症の方本人と家族と関わりが深くなる。また、八戸市内だけではなく、近隣市町村を含め、地域との連携が必要な機関でもある。認知症の方、家族、地域により近い存在として、より専門的な医療相談の対応、治療から通院時のフォローを含め、各関連機関との連携をスムーズに行えることが理想であり、今後の課題でもあると強く感じた。また、認知症疾患医療連携協議会・研修会の企画や運営に携わる上で、会の趣旨を正確に理解し、その上で開催を考えなければいけないこと、目的にあった人選・参集方法を検討すること等、現状の課題について振り返る機会にもなり、新たな視点を得ることができた。今自分が行っている事は、どのようなことが根拠にあり、目的があるのかを理解し、基本的な知識の習得や、様々な研修会等に参加し、自己研鑽に努める必要を感じた。

●奥州市における認知症地域支援の取り組み

～認知症になっても安心長寿のまちおうしゅうを目指して～

【考察】

はちのへ認知症疾患医療センターでは、認知症疾患医療連携協議会を開催しているが、会議の目的を理解し、人数、参加団体の選出、会議参加の依頼等、検討していく必要性を感じた。

奥州市の取り組みの中で、“「認知症になっても安心まちづくり連絡会」及び課題解決に向けた各部会”の開催が特徴的であった。行政・医療・介護等の関係者をはじめ、タクシー協会、理容師組合、金融機関等へ参加を呼びかけていたことから、ただ集まり、参加し、理解をしてもらう会ではなく、各課題の解決に必要なことを事前に把握することの重要性が窺えた。また、代表者の選出をお願いすることも大切ではあるが、その方が地域住民として動いてくれる方なのか、といった人間性、会議参加後の連携の部分でも、慎重に検討していく必要性を感じた。

【研修要旨】

〇岩手県奥州市の概要

平成18年2月20日に水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村の2市2町1村が合併し誕生。人口124,746人、世帯数41,308世帯、一人暮らし高齢者世帯3,739世帯、高齢者のみ世帯7,485世帯。高齢者人口36,116人（高齢化率28.9％）、介護保険認定者6,123人（認定率16.9％）、認知症日常生活自立度Ⅱa以上4,044人。

・人口の全体数は平成2年より減少傾向であるが、65歳以上の高齢者の人口は増加傾向。

・介護認定者の認知症者の割合は、全国、同じ岩手県内の市町村と比べて、高い割合となっている（全国では、Ⅱa以上の割合が59.2％）。

〇地域包括支援センターでの相談傾向

・総相談件数1,903件中、「認知症がある、もしくは疑いのある高齢者の相談」は523件＝27.4％

・相談のきっかけは介護保険に関する相談が＝45.5％

・次いで認知症にかんすることが＝25.1％

・相談者の内訳で多いのは①同居親族②親族③関係機関（医療機関、市の他部局、警察署等）

・まとめると、「認知症がきっかけで介護が必要な状態に」「症状への対応に困っての相談も多い」「周囲が異変に気付いて相談（本人自覚なし）」といった傾向がある。

〇奥州市の認知症高齢者の現状と課題

・一人暮らし高齢者世帯（8.5％）は高齢者のみの世帯（17.1％）となった。地域の見守りや支援の必要な人がいる一方で、地域の支え合いが弱まり、孤立するリスクが高くなっている。

・認知症高齢者の増加に伴い、要介護認定者のうち65歳以上の66％、64歳以下の39％は認知症である。

・虐待事案の44.9％が認知症である。

・合併前の旧市町村の取り組みが検証されていない。

⇒対応として、

1 医療・介護・地域支援サービス連携の再構築

②　認知症の人とその家族の支援の充実　

※専門的な支援と住民活動がつながらないと何も解決しない。

〇平成24年度市町村認知症施策総合推進事業の取り組み

「住み慣れたまちでともに生きるために～認知症になっても安心長寿のまちおうしゅう～」

＜目的＞認知症になっても本人の意思が尊重され、みんなの和で支え合いながら、住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを目指す。

(1)医療・介護・地域支援サービスの連携を図る事業

①「認知症になっても安心まちづくり連絡会」及び課題解決に向けた各部会の開催

認知症の方に関わる関係者で構成（全24団体：医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護施設関係者、家族の会、ケアマネージャー代表、社会福祉協議会、金融機関、理容師組合、タクシー協会、弁護士、消防、警察、岩手県市役所関連課等）

　　　　・徘徊対応部会

　　　　　　⇒徘徊高齢者登録台帳、登録者に目印となるステッカーを配布（タクシー協会からの希望）、周知のチラシ作製

　　　　・金銭管理・権利擁護部会

　　　　　　⇒金融機関向け相談窓口資料、金融機関待合室への情報配置、認知症サポーター養成講座

　　　　・普及啓発・相談対応部会

　　　　　　⇒リーフレット作成（全戸配布）、部会での情報共有

2 みんなで支える認知症事例検討会

地域包括ケア会議メンバーに認知症サポート医と事例をとりまく関係者が参加し、地域課題の共有をはかり解決に向けた取り組みによる、地域のケアマネジメント力の向上及び関係者のネットワークの構築を目指す。⇒参加者の満足度がとても高い。

(2)認知症の人や家族を支援する事

　　①認知症の人を支える介護者支援事業

　　「認知症支援ぬくもり隊養成講座」

→ボランティア育成講座。後方に募集をかけたところ、反響が大きく、人数制限を行うことになった。

　　家族交流「ほっとスペース」

　　　→家族のつどい。介護者の声を聴き、介護へのアドバイスや、語り合いの場となっている。

2 キャラバンメイト活動支援と認知症サポーター養成事業

3 認知症の人と家族支援のための研修会

4 認知症の人と家族の実態調査の実施

〇認知症とむきあう会～桜屋敷東町内会の活動から～

町内会で、認知症の住人が増えた時に、隣近所で支援できないか、自分のこととして考えることで、安心して暮らせるまちに少しでも近づけたいと、会を結成。

・平成20年より、毎年、講話「認知症の基礎」、介護者体験談報告、グループワーク、市民歌リズム体操等を行っている。

・一人暮らし高齢者に菊を育ててもらい、展示会を行う（新聞で、八戸市での取り組みを見て参考にした）。

・「童謡を家族と楽しむ会」を通しての地域交流の場

　→大きな模造紙に色をつけた音符の楽譜を書き、ハンドベルに取り組む。徐々に高齢者の方が生き生きとしてきている。

●市町村認知症施策総合推進事業を実施して

洋野町地域包括支援センター

【考察】

　県外ではあるが、八戸市から近い町であり、三戸郡の市町村と類似していることから、身近な取り組みとして聞く事ができた。洋野町では、サロンが活発に行われていることと、行政と家族の会のつながりが強いことが印象に残った。

大きな市町村では、地域住民の理解を得る為に、行政の働きが必要不可欠である。洋野町では高齢者や認知症者へのサービスについて、住民への浸透が広く進んでおり、徐々にサロンの運営が活発になってきていることから、地域性の影響があるのではないかと感じた。家族の会に関しては、先日私自身も初めて家族のつどい（八戸）へ参加しており、行政や病院職員が入る事のメリット・デメリットを考えさせられた。認知症の方、家族の様々な思いについて、家族が地域住民や行政と当たり前のように同じ立場で話し合えることは、とても理想的な形であると思う。相談を受ける立場、相談する立場となると、力関係が生じてしまいがちである。当センターのように、相談を受けてから、認知症の方と家族、周囲の関係者との関係を構築していくところでは、治療後のフォローの部分について、継続的・個別的な関わりが重要であり、現時点では当センターの課題であることを痛感させられた。それぞれの立場の役割を理解し、共有することは必要ではあるが、支援者として、同じ地域住民のひとりであること、相手の立場を理解しようと努めることを忘れてはいけないと感じた。

【研修要旨】

○洋野町の現状

・人口18,847人、高齢者数5,695人、高齢化率30.22％、認知症高齢者数220人

・高齢者世帯上京として、ひとり世帯1,006世帯、夫婦世帯663世帯、上記以外の世帯66世帯であり、それぞれに介護能力があるかどうかを確認していく必要がある。

・認知症地域支援推進員には、介護支援専門員の資格を有する保健師OG、認知症サポート医（嘱託）には、東八戸病院の秋山弘之院長が依頼を受けている。県内の久慈市にも精神科はあるが、震災後は忙しく、嘱託を断られてしまい、近隣の東八戸病院へ依頼したとのこと。

○認知症の講演会の開催

・認知症の方の家族、民生委員、保健推進委員、施設職員、認知症キャラバンメイト等を対象とし、認知症劇、認知症介護家族より実例報告、認知症サポート医の講演を行っている。

○認知症予防の取組み

・ココロからダンス～岩手医科大学高橋智准教授監修

→介護予防に特化したサロンで行っている。写真やパソコンを使用し、普及している。

・サロンの開催が活発となり、当初の予算が足りなくなってしまっている。　

○今後の予定事業

・認知症の人と家族の会のつどいを開催。

· 3月にパーソンセンタードケアワークショップを開催。

●高齢者の生活を支える地域をつくる～認知症になっても安心して暮らせるために～

　兵庫県川西市　川西市地域包括支援センター　森上　淑美

　　　　　　　　　　　明峰地域包括支援センター　上中　洋司

【考察】

　川西市の取り組みでは、つながりノートが印象的であり、実践で生かすことができるのであれば、介入前後の比較等を行ってみたいと感じた。当センターへ通院されている患者様には、介護保険サービスを利用している方が多いが、実際のところ、医師と家族、本人の言葉を介してやり取りすることが多く、介入しているサービスとの連携は頻回ではない現状がある。つながりノートの欠点として、下記には挙げてはいないが、緊急性から見ると適さないことや、医療・介護側として、記入時間の問題、家族がうまく活用できない場合等が考えられるが、認知症の方の家族の不安が大きい場合には、効果的な介入方法であるのではいかと感じた。

【研究要旨】

○川西市の概要

・人口161,036人、高齢者人口43,104人、高齢化率26.8％、65歳以上の要支援・要介護認定者6,581人

○認知症地域資源ネットワーク構築事業

　→認知症の方とその家族を支えるために認知症への対応を行うマンパワーや拠点などの「地域資源」をネットワーク化し、相互に連携しながら有効な支援体制を構築することを目的としている。

・本人・家族が暮らす小地域ごとの実態把握が必要である為、市内を小学校地区で分け、地区ごとの統計を出し、その地区に必要なサービスについて話し合いを実施。

・市内各地でワークショップを実施。徐々に理解が深まり、はじめは「認知症の人は施設」と考えていた民生委員が、市内の特別養護老人ホームへの実習を自ら希望し、その後もボランティアを継続している方がいる。

○徘徊SOSネットワーク

・認知症の方が徘徊してもできるだけ早く安全にご自宅へ帰ることができ、かつ認知症の方の家族を支えるために、「徘徊をしてもええやん、やさしい街・川西」を目指して取り組んでいる。

・少しでも早く見つけ、「命を守る」ことを目的としている。

・認知症高齢者の見守り登録を行い、日頃の見守り、徘徊した場合の早期捜索、家族への安心感の提供、ケア会議での個別対応の検討等を行っている。

○つながりノートの実践

・認知症の方と家族を支える為に、関係機関、各専門職種が事例検討をして共に学ぶ。

・家族介護者に対する効果として、介護者が認知症の基本的知識や患者のBPSDに対する対応を自然に学ぶことができる、家族が施設やケアマネに相談しやすくなる、ノートを持つ事で皆が支えてくれているという安心感が得られる、ことが挙げられる。

・かかりつけ医の先生に対する効果として、患者の症状や生活状況をよりよく知るようになり、他職種の関わりや動きがわかるようになる、治療薬を開始した際に患者への観察のポイントをお願いでき、家庭や施設など色々な場面で様子を記載してくれる。

・ケアスタッフに対する効果として、かかりつけ医の先生に相談しやすくなる、複数の施設に通っている患者は、他施設での様子がわかるようになる、BPSDへの対応法を学ぶことができる、家族を通してわかる主治医の指示が、直接伝わるようになる。

●認知症になっても地域で暮らしつづけることを支えるまちづくり

大牟田市認知症ケアコミュニティ推進事業

【考察】

　大牟田市では、それぞれの取り組みが確実に定着し、継続的であること、地域住民、特にこども達に認知症の理解を広めることで、核家族世帯の親達へも理解が広まっているのではないかと感じた。また、もの忘れ相談や専門医が受ける相談窓口等、相談事業に力を入れていることが印象に残った。また、地域認知症サポートチームという地域包括支援センターと協働しながら、医療とケアの両面からサポートしていくチームを結成しており、地域全体での取り組みが行われている。当センターでは、関係機関からの相談を受けることもある為、大きな「チーム」という枠組はないものの、少しずつｽﾑｰｽﾞな連携を図れるように、各機関の役割を理解し、相談・サービスの利用へとつなげる役割も、しっかりと果たしていかなければならないと感じた。また、そのチームのような役割を果たしていけるよう、会議の開催や研修会、事例検討会等、必要に応じて開催していきたいと思う。

【研究要旨】

○大牟田市の概要

・人口123,958人、高齢者人口37,907人、高齢化率30.6％で、超高齢都市である。

・介護保険制度がスタートし、大牟田市介護サービス事業者協議会が設立。その後、H13年11月、大牟田市認知症ケア研究会が発足。

○地域認知症ケアコミュニティ推進事業

①認知症コーディネーター養成研修、②もの忘れ予防・相談検診、③認知症予防教室“ほのぼの会”、④絵本教室／認知症サポーター養成講座、⑤ほっと安心(徘徊)ネットワーク、⑥地域認知症サポートチームの６つの事業で構成。

・認知症予防教室ほのぼの会

　→もの忘れ相談検診の結果より、まだ認知症を発症されていない方で、予防が必要となる方を対象。５～６人の少人数の参加者で、週１回、１２週続けて開催している。

・絵本教室

　→子供達と一緒に家族が認知症を学べるようにと、絵本「いつだって心は生きている」の制作にとりくみ、原作を研究会の委員が考え、挿絵を子供達に書いてもらっている。小学生、中学生を対象に、学校を訪問している。

●地域を繋ぎ、“住み慣れた家への退院”を目指す

　医療法人　静光園　白川病院　医療福祉連携課長　猿渡　進平

【考察】

　唯一の病院ソーシャルワーカーからの発表であった。近頃は、リハビリテーションの終了し、認知症治療を目的とした転院相談が多くなっている。それらの病院から転院してくる患者様は、脳梗塞等の後遺症が残っていることもあり、また、認知症を伴う場合には、さらに在宅退院支援が困難となることが考えられる。これまでの業務の中では、主病名が「認知症」であることを主としていたが、高齢者の合併症についての知識、それに伴う障害について、勉強する必要性を感じた。また、退院前訪問指導の際に、関係職員ではなく、地域住民が本人を取り囲む姿は衝撃的であった。周辺症状のため、近隣住民へ迷惑をかけてしまった方、職員の介入が必要であった患者は大勢いるが、認知症が進行してしまう前に、「もの忘れかな？」「認知症かも？」と気付ける環境も大切であると感じた。

【研究要旨】

○病院概要

・S３０年７月に開設。現在は内科、ﾘﾊﾋﾞﾘ科、放射線科を中心として診療。218病床（障害者病棟60床、医療療養型98床、介護療養型60床）を有している。

・患者の80％以上が急性期病院や回復期リハビリテーション病院からの紹介入院。平均年齢は85.2歳。

・退院支援として、長期療養、施設への入所を検討せざるを得ない状況が続いていたが、何とか自宅での生活を継続してもらいたいという思いから、行政、地域住民と協働し、高齢者が住みつづけられる地域間の関係性を醸成図り始め、H22年にNPO法人しらかわの会を設立。地域の高齢者の個別支援、誰もが利用できるサロンを開設。退院率の向上につながっている。

○ソーシャルワーカーとして大切にしたいこと、地域との協働

・退院先を、妥協するか、しないか。本人、家族の思いをどこまで受け止め、理解できるか。

・在宅退院の支援を考える際は、まず患者のADLや病状、認知症の有無等を考慮し、在宅での生活が達成できるのかを評価する。次に家族が同居や近隣の場合は支援が得られる状況なのかを踏まえ、最後には介護保険等の公的サービスを使い、本人が出来ない部分に適切なサービスを導入し、生活が可能かを検討していく。

→現状は高齢者の半数以上はどっきょであり、家族は市内に在住していない状態。

・退院前訪問指導

→地域住民も参加。自宅にて、本人を地域住民が囲み、朝様子を見に来る、ゴミの捨て方を教える等それぞれが話を自由に進めて行き、その様子をケアマネージャーや別居家族、病院職員が見守り、必要時介入している。
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